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第１節 流域下水道のしくみと効果 

 流域下水道は、河川・湖沼・海域など、いわゆる公

共用水域の水質環境基準の達成と、それらの流域内に

おける快適な生活環境の実現を大きな目的としており、

流域内にある複数の市町村が管理する公共下水道から

の下水を行政区域を越えて効率的に収集・処理した後、

河川などへ放流するものです。この流域下水道は、下

水道幹線、ポンプ所及び終末処理場（水再生センター）

という基幹施設で構成され、原則として都道府県が建

設及び維持管理を行うことになっています（図表4－1）。 

 一方、流域下水道に接続して下水を流す公共下水道

を「流域関連公共下水道」と呼び、当該市町村が建設

及び維持管理を行います。 

 流域下水道は行政区域にとらわれず、広域的に下水

を処理するという役割を担っています。そこで、流域

下水道と流域関連公共下水道の整合性を図りつつ、関

連市町村に対しての技術指導などを行い、一体的に整

備することにより、次のような効果を発揮できます。 

(1) 当該流域の自然的・社会的条件及び水利用の状況

などを勘案して、処理区域の設定や終末処理場の位置

選定などを行うことにより、河川流域ごとに一体的に

水質保全を図ることができます。 

(2) 行政区域を越えて適正な施設の配置が可能となる

ため、スケールメリットを活かした効率的な事業運営

（用地費、建設費、維持管理費など）を行うことがで

きます。 

 

第２節 多摩地域の下水道  

 多摩地域の下水道は、戦後の急激な人口増加と産業

の発展による市街化の拡大に対処するため、昭和26年

に武蔵野市で始まりました。その後、昭和30年代後半

から40年代前半にかけて急激な人口増加による生活排

水と工場排水などにより、河川の汚濁が著しくなった

ことから「三多摩地区総合排水計画」を策定し、都は

中小河川と広域幹線排水路を、市町村は下水道管と終

末処理場を整備することとしました。 

 しかし、下水道整備はなかなか進まず、都は「市町

村の区域を越えて広域的に整備する流域下水道の設置

が急務である」として、昭和43年に多摩地域に流域下

水道の導入を決定しました。同年「三多摩地区総合排

水計画（第二次）」が策定され、都は中小河川、流域下

水道の幹線及び終末処理場の整備、市町村は流域関連

公共下水道を整備することとしました。昭和44年4月に

は流域下水道本部の前身となる多摩川流域下水道建設

事務所が設置され、都の流域下水道事業が本格的にス

タートし、昭和46年3月に南多摩処理場が稼働しました。

平成31年4月に事業開始から50年を迎え、現在、流域下

水道は7つの水再生センターにより構成され、多摩地域

の下水道計画区域の約8割を処理する体制が確立して

います（図表4－2）。 

 

 

図表4－1 流域下水道のしくみ 

 

 第４章 流域下水道 

水質保全を効果的に行うため、都道府県

が二つ以上の市町村から出る下水を集

めて、処理する仕組みのことです。 

流域下水道とは 

 河川流域ごとの一体的な水質保全 
 

 スケールメリットによる効率的な 

事業運営（建設費、維持管理費の抑制）
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第３節 多摩地域の下水道の現状 

 平成21年7月に奥多摩町の流域関連公共下水道が供

用を開始したことで、多摩地域の流域下水道は全30市

町村の下水を処理することになりました。流域下水道

事業に着手した昭和43年頃に20％程度であった多摩地

域の下水道普及率は、令和元年度末現在、99％となっ

ています。 

 普及率の向上に伴い、多摩川ではアユの遡上を記録

するなど多摩地域の水環境は大幅に改善されてきてい

ます（図表4－3）。今日では年間約1,780万人の人々が

多摩川を訪れ、自然あふれる水辺空間を形成していま

す。 

 現在では、下水処理水が多摩川中流域の河川水量の5

～6割を占めるなど、水環境の改善に流域下水道事業は

重要な役割を担っています（図表4－4）。 

 この下水道機能を将来にわたって安定的に発揮する

ために、老朽化施設の計画的かつ効率的な再構築や予

防保全型の維持管理などに取り組んでいます。また、

首都直下地震などの震災後においても、下水道機能を

確保するために、施設の耐震化、停電に備えた非常用

電源の確保や断水時でも運転可能な無注水形ポンプの

導入など汚水の処理機能の確保に努めています。 

 また、放流先河川の水質は格段に向上しましたが、

東京湾の富栄養化の一因であるちっ素やりんを削減す

るための高度処理施設の整備や、多摩地域の下水道計

画区域の約2割を占める合流式下水道から降雨時に一

定量以上で河川に放流される汚水混じりの雨水やご

みを減らすための吐口対策や貯留池整備など、良好

な水環境の創出に向けた取組を行っています（図表4

－5）。 

 さらに、環境負荷の少ない都市を実現するため、省

エネルギー型機器の導入などに加え、焼却炉内を圧力

状態にして燃焼効率を高めることができる世界初とな

るターボ型流動焼却炉の導入や再生可能エネルギーの

活用として太陽光発電の導入に取り組むなど、温室効

果ガスの削減を図っています。 

 その他多摩川をはさんで対面する2つの水再生セン

ターを連絡管で結ぶことで、水再生センター間の相互

融通機能を確保し、危機管理対応を強化するとともに

代替施設の共有化による効率的な更新や維持管理にも

努めています（図表4－6）。 

 また、昭和30年代から下水道の整備を進めてきた八

王子、立川及び三鷹の各市が単独で運営している処理

場は、敷地に余裕がないため、施設の耐震性の向上や

多摩川などの水質改善に必要な高度処理など新たな行

政ニーズへの対応が困難になっています。そこでス

ケールメリットを活かし、施設の更新費や維持管理費

を縮減するために、市単独処理区の流域下水道への編

入に向けた検討や協議を進め、平成27年7月には、八王

子市北野処理区分流区域の下水受入を開始したほか、

現在、立川市錦町処理区及び八王子市北野処理区合流

区域の下水受入の工事を施工しています。 

 さらに、都は、各市町村の公共下水道と流域下水道

台帳の電子化や水質検査の共同実施など市町村と連携

した広域的な維持管理体制を構築するとともに、維持 

管理業務などに関するノウハウを多摩地域の下水道事

図表4－2 多摩地域の下水道計画区域の構成 

        

図表4－3 多摩川の様子（大田区調布取水堰付近） 

  

昭和40年代半ば 

現在 
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図表4－5 下水道普及率と多摩川の水質の推移 
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業運営に活用できるように、技術支援を推進していま

す。 
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図表4－6 多摩川を横断する水再生センター間連絡管 

図表4－4 下水処理水が半分を占める多摩川 

▲連絡管の整備効果 

 

▲水再生センター間連絡管断面図（内径3.5ｍ） 
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図表4－7 流域下水道計画の概要 

（令和2年4月1日現在） 

流
域
名 

処理区名 
計画処理 
人  口 
(千人) 

計画面積
(ha) 

計画汚水量
(千㎥／日)

ポンプ所
(か所)

水再生センター 
関係市町村名 (か所)

名 称 

多
摩
川 

野   川 585 5,475 298 ― ―
（区部） 
森ヶ崎水再生セ
ンターへ流入 

武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、
小金井市、狛江市 

（6市） 

北多摩一号 489 5,124 276 ― 1 北多摩一号 
立川市、府中市、小金井市、 
小平市、東村山市、国分寺市 

（6市） 

北多摩二号 230 2,744 123 ― 1 北多摩二号 
立川市、国分寺市、国立市 

（3市） 

多摩川上流 439 9,349 248 1 1 多摩川上流 
立川市、青梅市、昭島市、 
福生市、武蔵村山市、羽村市、 
瑞穂町、奥多摩町（6市2町） 

南 多 摩 360 5,900 164 1 1 南 多 摩 
八王子市、町田市、日野市、 
多摩市、稲城市 

（5市） 

浅   川 263 3,902 117 ― 1 浅   川 
八王子市、町田市、日野市 

（3市） 

秋   川 447 8,533 232 ― 1 八 王 子 
八王子市、昭島市、日野市、 
羽村市、あきる野市、日の出町、 
檜原村（5市1町1村） 

多 摩 川 流 域 計 2,813 41,027 1,458 2 6か所 22市3町1村 

荒
川
右
岸
東
京

荒 川 右 岸 684 8,042 320 ― 1 清   瀬 

武蔵野市、小金井市、小平市、東村山市
東大和市、清瀬市、東久留米市、 
武蔵村山市、西東京市 

（9市） 

総   計 3,496 49,069 1,778 2 7か所 26市3町1村 

<注> □：水再生センター所在市 

＊ 上記計画は、平成21年7月に国土交通省の同意を受け東京都が決定した「多摩川・荒川等流域別下水道整備総合計画」と整合

を図っています。なお、単独処理区（八王子市北野処理区合流区域、立川市錦町処理区、三鷹市東部処理区）の区域を含んだ

数値としています。また、ポンプ所、水再生センターのか所数は、都市計画決定済のか所数です。 

＊有効数字の端数処理の影響で計が一致しません。 

 

雨  水  幹  線  計  画  の  概  要 

流 域 名 処理区名 排水面積 幹線名並びに延長 関 係 市 名 

多 摩 川 多摩川上流 1,189ha 多摩川上流雨水幹線 7,280ｍ 
青梅市、福生市、羽村市 

（3市） 

荒川右岸東京 荒川右岸 1,329ha 

黒 目 川 雨 水 幹 線 4,040ｍ 

立川市、小平市、東村山市、 

東大和市、東久留米市、武蔵村山市

（6市） 

出 水 川 雨 水 幹 線 930ｍ 

落 合 川 雨 水 幹 線 2,720ｍ 

小 平 雨 水 幹 線 410ｍ 

空堀川上流雨水第一幹線 6,140ｍ 

空堀川上流雨水第二幹線 1,960ｍ 

砂 川 雨 水 幹 線 1,820ｍ 

計 18,020ｍ 
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図表4－8 処理区と水再生センターの現況（流域） 

（令和2年4月1日現在） 

処理区名 

項目 
野  川 北多摩一号 北多摩二号 多摩川上流 南 多 摩 浅  川 秋  川 荒川右岸 計 

処 

理 

区 

の 

普 

及 

状 

況 

全体人口 

（人）注1 
513,325 522,508 144,844 460,804 380,781 268,809 398,515 738,326 3,427,912

普及人口 

（人）注1 
513,325 522,505 144,844 459,631 379,967 261,479 394,045 738,311 3,414,107

普及率 

（％）注1、2、7 
100 ※100 100 ※100 ※100 97 99 ※100 ※100

水再生センター 

処理能力 

（㎥/日）注4 

195,000 

  注 3

260,700

(206,600)

93,400

(93,400)

293,700

(218,700)

159,250

(106,000)

130,750 

(65,800)

153,500

(86,000)

364,450

(261,850)

1,455,750

(1,038,350)

ポンプ所数 

（か所） 
― ― ― 1 1 ― ― ― 2

下水道管延長 

（ｍ）注5 
18,841 22,073 13,428 53,958 22,952 9,629 42,486 48,823 232,190

水 

再 

生 

セ 

ン 

タ 

ー 

の 

現 

況 

水再生 

センター名 

区部森ヶ崎

水再生セン

ターで処理 

北多摩一号 北多摩二号 多摩川上流 南 多 摩 浅  川 八 王 子 清  瀬 ―

所在地 
府中市 

小柳町6-6 

国立市 

泉1-24-32 

昭島市 

宮沢町3-15-1

稲城市 

大丸1492 

日野市 

石田1-236 

八王子市 

小宮町501 

清瀬市 

下宿3-1375
―

敷地面積 

（㎡）注6 
135,139 112,003 151,417 251,563 160,873 245,234 211,936 1,268,165

運転開始 
昭和48年

6月 

平成元年

4月 

昭和53年

5月 

昭和46年

3月 

平成4年 

11月 

平成4年 

11月 

昭和56年

11月 
―

水
処
理
施
設 

沈 砂 池 6 6 6 8 5 3 7 41

第一沈殿池 6 3 6 6 6 7 8 42

反 応 槽 7 4 8 7 7 8 8 49

第二沈殿池 7 4 8 7 7 8 8 49

汚
泥
処
理
施
設 

汚泥濃縮槽 2 2 2 2 2 2 2 14

機械濃縮機 3 3 3 3 3 3 5 23

脱 水 機 6 4 5 6 3 3 8 35

焼 却 炉 
(330t/日)

3 

(80t/日)

2 

(300t/日)

3 

(190t/日)

2 

(160t/日) 

2 

(150t/日)

2 

(300t/日)

3 

(1510t/日)

17 
  

注1：全体人口、普及人口、普及率は都市整備局資料によります。 

注2：※印は、普及率99.5％以上であり、100％概成としました。 

注3：野川処理区の水再生センター処理能力は、森ヶ崎水再生センター受入分です。また、処理能力計は野川を除きます。 

注4：水再生センター処理能力の（ ）内の数値は、高度処理（Ａ２Ｏ法等）及び準高度処理の処理能力です。 

注5：下水道管延長は、雨水幹線を含みます。 

注6：水再生センターの敷地面積は、固定資産明細表によります。 

注7：流域下水道計画区域内の普及率です。 

 

 

 

図表4－9 水再生センター上部公園（流域） 

（令和2年4月1日現在） 

水再生センター名 名   称 開 園 日 面積（㎡） 主 要 施 設 

北多摩一号 府中市小柳町運動広場 昭和52年11月11日  32,900 芝生広場 遊歩道 

北多摩二号 国立市流域下水道処理場広場 平成 4年 5月20日  22,500 スポーツ広場 

多摩川上流 昭島市宮沢広場 昭和54年11月23日  22,000 芝生広場 トリム遊具 ゲートボール場

南 多 摩 南多摩スポーツ広場 平成14年 4月 1日  14,300 総合運動場 

浅   川 日野市北川原公園 平成13年 4月 1日  31,300 芝生広場 遊歩道 

八 王 子 八王子市八石下広場 平成10年 8月 1日  34,500 芝生広場 遊歩道 サッカー場 

清   瀬 清瀬内山運動公園 昭和59年 4月 1日  37,100 野球場 サッカー場 

計 7か所  194,600  

 注：面積は、使用許可面積から取付道路等の分を控除しています。 
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図表4－10 水再生センター別下水及び汚泥処理の実績（流域） 

（令和元年度実績） 

実績 
水再生 
センター名 

下水処理量（㎥） 汚泥処理量（㎥） 脱水汚泥発生量（ｔ） 汚泥焼却量（ｔ） 

年  間 一日平均 年  間 一日平均 年  間 一日平均 年  間 一日平均 

野 川 処 理 区 85,501,760 233,610 区部森ヶ崎水再生センターで処理 
 

北 多 摩 一 号 75,848,770 207,240 2,860,860 7,820 48,134 132 48,332 132

北 多 摩 二 号 20,372,460 55,660 529,200 1,450 12,410 34 12,896 35

多 摩 川 上 流 65,126,140 177,940 1,960,060 5,350 56,101 153 56,739 155

南 多 摩 42,904,640 117,230 1,965,710 5,370 30,379 83 30,677 84

浅 川 31,151,000 85,110 428,990 1,170 23,928 65 21,498 59

八 王 子 51,687,640 141,220 1,749,780 4,780 30,737 84 31,546 86

清 瀬 88,031,680 240,520 2,491,440 6,810 62,925 172 62,925 172

流 域 分 小 計 375,122,330 1,024,920 11,986,040 32,750 264,614 723 264,614 723

合   計 460,624,090 1,258,530 11,986,040 32,750 264,614 723 264,614 723

 

 

図表4－11 処理区別下水道管管理延長 

                （令和元年度末現在） 

項目 

処理区 

幹線 

（ｍ） 

人孔 

（個） 

公共下水道流入か所

（か所） 

野 川 18,841 77 33 

北多摩一号 22,073 105 42 

北多摩二号 13,428 64 29 

多摩川上流 53,958 440 65 

南 多 摩 22,952 155 33 

浅 川 9,629 34 20 

秋 川 42,486 217 52 

荒 川 右 岸 48,823 138 70 

計 232,190 1,230 344 

 

 

第４節 主要施策の展開 

 
【お客さまの安全を守り、 

  安心で快適な生活を支えるために】  

 

１ 下水道幹線・水再生センターの再構築  

(1) 現状と課題  

 流域下水道は、事業開始から50年が経過しており、

下水道施設の老朽化が急速に進んでいます。機械や電

気の設備の中には、耐用年数を超えて稼働しているも

のも多く、経年劣化による補修費が増大するとともに、

再構築に伴う事業費は年々増加しています。将来にわ

たって安定的に下水を処理する機能を確保するため、

老朽化対策とあわせてエネルギー活用の高度化や温室

効果ガスの削減など、機能の向上を図る再構築を計画

的、効率的に推進する必要があります。 

(2) 今後の展開 

 下水道幹線については、管内水位が高く老朽化が進

んでいる乞田幹線で、代替幹線整備手法により再構築

に着手します。  

また、水再生センターについては、施設の劣化状況

調査とデータ分析に基づき、コンクリートの腐食対策

などを計画的に行うことで、既存施設を可能な限り延

命化し、 大限活用します。 

設備については、アセットマネジメント手法を活用

し、計画的な補修によって法定耐用年数より2倍程度延

命化し、経済的耐用年数で効率的に再構築していきま

す。 

 さらに、連絡管の相互融通機能の活用により予備機

能を集約化するとともに、高効率の大型の汚泥焼却炉

の導入を進めていきます。 

図表4－12 省エネルギー型の脱水機に再構築 

 

 

 

 

 

 

 

▲再構築前 

 

 

                 ▲再構築後 
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２ 震災対策 

(1) 現状と課題 

 震災後においても、下水道が 低限有すべき機能を

維持するために、施設の耐震化や計画停電などによる

電力不足に備えた対策の強化が必要です。また、震災

時においても信頼性の高い通信手段の確保や市町村と

連携した応急復旧体制の構築が必要とされています。 

 これまでにも、設備更新などにあわせ水処理施設の

耐震補強を進めるとともに電力不足などへの対応とし

て非常用発電設備やNaS電池などの導入に取り組んで

きました。八王子水再生センターでは、重油・都市ガ

ス併用型発電機を整備し、非常時の燃料の多様化を推

進しました（令和2年度稼働）。（図表4－13） 

また、災害時に市町村が収集するし尿の受入施設を

各センターにおいて整備し、平成23年12月までに全30

市町村との間でし尿の搬入・受入れに関する役割分担

を定めた「覚書」を締結しました。 

 さらに、多摩川をはさむ二つの水再生センター間で

震災時などに一方の水再生センターが被災した場合の

バックアップ機能を確保するため、多摩川上流及び八

王子水再生センター間連絡管（平成18年度稼働、約

0.6km）、北多摩一号・南多摩水再生センター間連絡管

（平成25年度稼働、約3.3km）に引き続き、平成27年度

に北多摩二号・浅川水再生センター連絡管（平成28年

度稼働、約1.0km）の整備が完了しています。北多摩一

号・南多摩水再生センター間では、バックアップ機能

など連絡管の目的をわかりやすく伝えるための工夫を

凝らしたＰＲ施設などを整備しています（図表4－14）。   

 

図表4－13 重油・都市ガス併用型発電設備のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 今後の展開 

 水再生センターの耐震化のスピードアップを図り、

想定される 大級の地震に対し、揚水、簡易処理及び

消毒の、震災後においても必ず確保すべき機能を維持

するため、必要 低限の施設能力を確保する耐震対策

を進めていきます。 

 市町村とは、し尿の搬入・受入れ訓練や情報連絡訓

練など、実践的かつ効果的な訓練を継続的に実施し、

相互支援体制の強化を進めていきます。 

 

３ 雨水対策 

(1) 現状と課題 

 これまで都では、多摩川上流雨水幹線流域及び黒目

川・落合川流域など市単独では下水道による雨水排除

が困難な地域において、雨水流域下水道幹線を整備し

てきました。関係市が雨水公共下水道を流域幹線に接

続することで、雨水対策の効果を発揮することができ

ます。 

 また、流域下水道幹線が多摩川への雨水排除機能を

担っている、北多摩一号・二号幹線及び多摩川上流雨

水幹線流域においては、建設局にて作成している中小

河川の浸水予想区域図の範囲から外れることから、流

域下水道本部にて、水防法の改正を踏まえた浸水予想

区域図を作成することとしました。 

 令和元年12月に多摩川上流雨水幹線流域を作成し、

令和2年3月に北多摩一号・二号幹線流域を改定しまし

た（図表4-15）。 

 

(2) 今後の展開 

 近年、浸水被害が発生している空堀川上流右岸地域

では、流域下水道方式で実施する事が も効率的で早

期の効果発揮が見込まれることから、都施工の流域下

水道方式で雨水整備することにしました。現在、流域

下水道本部において事業化に向けた検討を実施してい

ます。 

図表4－14 ＰＲ施設「見せる化施設」 

灯油・都市ガス併用型発電設備を導入し 、
燃料を多様化

ガス

灯油

都市ガスネットワーク

燃料槽灯油・都市ガス併用型
発電設備
重油

重油

重油
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図表4－15 浸水予想区域図（北多摩一号・二号処理区流

域） 

 

 

【良好な水環境と 

  環境負荷の少ない都市を実現するために】 

 

４ 合流式下水道の改善  

(1) 現状と課題 

 合流式下水道では、一定量以上の降雨があった場合

に、雨水吐口から汚水混じりの雨水やごみが川に流出

しています。下水道法施行令の雨天時放流水質の基準

などへの対応を図るため、関係市と連携し、貯留施設

の整備や下水道への雨水の流入抑制に取り組む必要が

あります。 

これまで、雨水吐口におけるごみなどの流出抑制を

図る水面制御装置や、北多摩二号水再生センターでは

雨天時の下水中の汚濁物を2倍程度多く除去すること

が可能である高速ろ過施設（特殊ろ材を用いて高速で

雨天時の下水を処理するシステム）の整備を行ってき

ました（図表4-16）。 

また、北多摩一号及び北多摩二号水再生センターに

引き続き、野川処理区においても降雨初期の特に汚れ

た下水を貯留する施設（図表4－17）が平成25年度に完

成しました。 

 

(2) 今後の展開  

 関係市が実施する雨水貯留浸透事業などは、合流式

下水道の改善対策としての効果を期待できます。引き

続き技術支援を行うとともに、お客さまに対する宅地

内浸透施設の設置のお願いや下水道に油を流さないた

めのＰＲなどを関係市と連携して推進していきます。 

  

５ 高度処理 

(1) 現状と課題 

 多摩川などで、水と親しむことのできる良好な水環境

を創出するためには、省エネルギーなどに配慮しながら、

ちっ素及びりんを削減するなど、下水処理水の水質をよ

り一層改善するため、高度処理の導入を推進する必要が

あります。 

 平成16年度から全センターにおいて、高度処理を導

入しており、令和元年度末には、処理能力全体の約73％

が高度処理化されています。 

(2) 今後の展開  

 既存施設の改造で導入可能な準高度処理を順次導入

して電力使用量を増やさずに一定の水質改善を実施す

るほか、準高度処理で水質改善が不十分な場合には、

新たな高度処理（嫌気・同時硝化脱窒処理法）を導入

して、水質改善と省エネルギーの両立を図り、整備費

用を抑えつつ高度処理を拡大します。また、設備再構

築にあわせて高度処理を導入し、省エネルギー化技術

を積極的に採用していきます。 

令和2年度までに、準高度処理と高度処理を合わせた

施設能力の割合を8割程度まで向上させます。 

図表4－16 合流式下水道を改善する施設 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①雨水浸透ます・浸透管（浸透トレンチ）
②水面制御装置など 
③雨水貯留施設 
④高速ろ過施設 

図表4－17 野川下流部雨水貯留池 
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【最少の経費で 

最良のサービスを安定的に提供するために】 

 

６ 維持管理の充実 

(1) 管路施設・水再生センターの維持管理 

ア 現状と課題 

 これまで、長寿命化計画に基づき、老朽化したマン

ホール蓋を計画的に取り替えるなど、予防保全を重視

した維持管理を行ってきました。また、連絡管の相互

融通機能を活用し両センターの汚泥処理を調整するこ

とで、補助焼却炉の稼働を 小限に抑えるなど、トー

タルエネルギーの削減を進めてきました。 

 一方、高度処理などの水質改善や汚泥の高温焼却な

どによる温室効果ガスの削減を推進するに当たり、電

力使用量や補助燃料使用量などの維持管理費用が増加

することから、運転管理の工夫や省エネルギーの更な

る推進などが求められています。 

イ 今後の展開 

 計画的な補修の実施など、予防保全を重視した維持

管理を行い、下水道幹線や施設の延命化を図ります。    

 また、放流水質の改善による河川の水環境保全への

貢献と、電力使用量の削減による省エネルギーの両立

を目指して、運転管理の工夫などにより水処理の 適

化を進めます。 

 さらに、連絡管を活用した汚泥処理の効率化（図表4

－19）や焼却廃熱を有効活用したバイナリー発電設備

を有する焼却炉（図表4－20）などの効率的施設の優先

運転を徹底し、補助燃料と温室効果ガス排出量の削減

を推進するとともに、全ての水再生センターにおいて

NaS電池を活用し、電力使用量の平準化による契約電力

の削減などにより電気料金の削減に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

図表4－20 汚泥ガス化炉（南多摩水再生センター） 

   
汚泥ガス化炉      バイナリー発電設備 

 

 

(2) 再生水の利用（清流復活事業）  

ア 現状と課題  

 流域下水道の水再生センターの処理水（375,122千㎥

／年）のうち年間31,679千㎥（全処理水の約1割）が再

生水として利用されています。このうち多摩川上流水

再生センターからは、昭和59年8月より野火止用水、昭

和61年8月より玉川上水、平成元年3月より千川上水に

送水を開始しています。この清流復活事業は、枯渇し

た中小河川や用水路に清流を復活させ、身近に親しめ

る水辺空間をよみがえらせるもので、東京都の重要な

施策の一つになっています（図表4－21、図表4－22、

図表4－23）。 

 下水道局では、この事業に当たり、多摩川上流水再

生センターの二次処理水の臭気、色度、りんなどを更

に除去するため、凝集剤（PAC）を添加し、砂ろ過施設

及びオゾン注入施設で処理して24,948㎥／日（令和元

年度実績）の再生水を送水しています。 

イ 今後の展開 

 今後も玉川上水などに再生水の安定供給を図り、

人々が集う水辺空間を創出します。 

 

 

 

 

図表4－18 年間約1,780万人の人々が訪れる多摩川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表4－19 汚泥処理効率化のイメージ 

汚泥焼却量を適正に配分することにより、

燃焼効率を向上させ、補助燃料を削減 
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図表4－21 再生水の利用状況 

（令和元年度） 

利 用 先 
利用量 

（千㎥／年） 

清流復活用水 9,131 

水再生センター内利用 22,544 

下水道管清掃 2 

その他 2 

計 31,679 

 

図表4－22 野火止用水（清流復活事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 下水汚泥の資源利用 

ア 現状と課題 

 流域下水道の7か所の水再生センターから、年間約27

万tの下水汚泥が発生しており、全量を焼却しています。

汚泥焼却灰を有効利用する方策として、平成2年度から

セメント原料化に取り組み、その後もアスファルト

フィラー原料化（アスファルト混合物の一部）などを

進めてきました。こうした取組により、平成9年度から

汚泥焼却灰の100％資源化を継続してきました。 

 しかし、平成23年3月11日の東日本大震災に伴う、福

島第一原子力発電所からの放射性物質の飛散により、

同年5月中旬以降、汚泥焼却灰の資源化が全面停止とな 

りました。 

汚泥を埋め立てることのできる処分場がない多摩地

域では、一時的に全量を施設内に保管する事態となりま

したが、庁内の関係局との調整を進め、地元区や市町村

など多くの方々にご理解を頂き、平成23年10月27日から

平成26年6月まで区部の中央防波堤外側処分場に埋立処

分を実施しました。 

 現在では、汚泥焼却灰に含まれる放射能濃度が低減

傾向にあることを踏まえ、全量を資源化しています。 

イ 今後の展開 

 資源化メニューの拡大を検討するとともに、新たな

受入先を開拓し、コストの抑制を図りつつ資源化100％

を継続します。 

図表4－23 再生水を供給している水辺空間 

 

多摩川上流 

水再生センター 

玉川上水
昭和 61年 8月通

落合水再生センター

分配槽
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 (4) 再生可能エネルギー活用の拡大 

ア 現状と課題 

 地球温暖化防止の取組は、かねてから地球環境を守

る重要な課題となっています。また、東日本大震災後

の電力危機でエネルギー問題が着目されている現在、

下水道事業において、再生可能エネルギーの更なる活

用が求められています。 

 下水道施設には、流入下水の保有熱や焼却炉の焼却廃

熱など未利用のエネルギーが大量に存在しており、水再

生センターでは熱利用のシステムを導入しています。 

 

 

 

 

 

 

 

図表4－25 太陽光発電の導入状況 

水再生センター 発電容量 

南多摩 1000kＷ 

多摩川上流 800kＷ 

八王子 500kＷ 

清瀬 500kＷ 

 

イ 今後の展開 

 水再生センターで、太陽光発電の導入や、焼却廃熱

を活用した発電設備を設置するなど、再生可能エネル

ギーの更なる活用を計画的に推進していき、環境負荷

の少ない都市の実現に貢献していきます。 

 

７ 市町村との連携強化 

(1) 現状と課題  

 多摩地域の下水道は、市町村の公共下水道と都の流

域下水道が一つのシステムとして機能を発揮しており、

公共下水道と流域下水道が連携を強化することが重要

となっています。このため、都と市町村は、流域下水

道と公共下水道の下水道台帳を同一のシステムで電子

化することや都と市町村がそれぞれ行ってきた水質検

査を共同実施することにより、広域的な維持管理体制

を構築し、下水道事業運営の効率化を進めてきました。 

 また、都では、市町村が行う維持管理業務などに関

するノウハウを多摩地域の下水道事業運営に活用する

ために技術支援の強化を進めています。 

(2) 今後の展開 

 引き続き、多摩地域全30市町村との連携によるス

ケールメリットを活かした効率的な水質検査の共同実

施や、市町村ニーズを踏まえた下水道台帳システム等

の改良を推進し、維持管理業務の効率化を図ります。  

 また、多摩30市町村下水道情報交換会を継続的に開

催し、各公共下水道管理者が必要とする下水道技術や

事業運営に関する知識など、様々な情報を交換し、こ

れまで下水道局が培ってきた技術やノウハウを提供し

ていきます。 

 さらに、平成29年3月に下水道局、多摩地域の市町村、

公益財団法人東京都都市づくり公社、下水道メンテナ

ンス協同組合との間で締結した「多摩地域における下

水道管路施設の災害時復旧支援に関する協定」に基づ

く訓練、災害時のし尿受入れ訓練や「多摩地域の下水

道事業における災害時支援に関するルール」に基づく

情報連絡訓練など、災害時の支援体制を充実させ、多

摩地域の安全・安心を確保します。 

 
図表4－26 多摩30市町村下水道情報交換会のイメージ

 
 

８ 単独処理区の編入 

(1) 現状と課題 

 昭和30年代から整備を進めてきた八王子、立川及び

三鷹の3市が単独で運営している処理場は、規模が小さ

く狭い敷地に立地していることなどから、施設の更新

や高度処理、耐震性の向上への対応が困難な状況にあ

ります。 そこで、これらの単独処理場が抱える課題に

対応するために、単独処理区の流域下水道への編入に

向けた施設整備や協議等を関係市や関係機関と連携し

て進めています。平成24年度に八王子市及び立川市と

東京都との間において締結した基本協定に基づき、平

成25年度は、実施協定を締結しました。 

平成27年7月から八王子市北野処理区分流区域の下

水受入を開始しました。 

(2) 今後の展開 

 単独処理区の流域下水道への編入（図表4－27）によ

り、スケ－ルメリットを活かし、維持管理費の縮減や

図表4－24 熱利用の状況 

水再生センター 設置年度 熱源 方式 対象施設 

多摩川上流 平成元年度 
汚泥焼却 

廃熱 

暖房・ 

給湯 
本館(事務室) 

清 瀬 平成10、14年度 
汚泥焼却 

廃熱 

冷暖房・

給湯 

本館、ポンプ棟、

汚泥処理棟 
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流
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下
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高度処理の導入が可能になるため、多摩地域の水環境

の向上と下水道事業運営の効率化を図ることができま

す。また、バックアップ機能を有する流域下水道の水

再生センターで震災時においても下水や汚泥の処理機

能が確保できることから、多摩地域の高度防災都市づ

くりに貢献します。 

 今後は、八王子市北野処理区の合流区域や立川市錦

町処理区など、単独処理区の編入を進めていきます。 

 

図表4－27 単独処理区の編入計画 

 




